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６次産業化などへの関心の高まり
　近年、農商工連携や農業・農村の 6次産業化
への関心が高まっている。農商工連携は、地域
の農林水産業と商業・工業が連携して商品開発
や販路開拓等を行うことであり、6次産業化は、
農林水産業が生産だけにとどまらず、生産物を
原材料とした加工食品の製造・販売や観光農園
を展開するなど、第二次・第三次産業まで踏み
込むことである。特に後者は、高付加価値化の
実現により農林水産業を「成長産業」とする戦
略としての期待が一部にあり、輸出振興も含め
た日本農業の国際競争力の強化策として強調さ
れる場合もある。
　また、近年の農産物直売所は、卸売市場流通
における規格外品の有効活用や高齢者の生きが
い対策にとどまらず、加工・レストラン部門の
併設や、農業生産法人などの企業的経営体が自
らの多角化戦略の一環として運営するなど、そ
の位置づけが変わりつつある。
　こうした状況の中で著者は、早くからフード
システム（生産から加工・販売・消費に至る段
階間での連関様式）の視点に着目し、再生産が
難しい川上（生産）の分野が、川中（製造・加工）、
川下（小売・外食）への統合をはかる必要性を
論じてきた。著者による「地域内発型アグリビ

ジネス」の概念は、農業者が食品企業などと連
携しながら生産地域の労働力や原材料（食料）
を地域資源として有効活用することで、重要な
課題となっている。

本書のねらいと概要
　本書は、近年、政策的にも重要性が高まって
いる６次産業化や農産物直売所の問題に焦点を
あて、具体的な事例分析に基づきながら「地域
再生」戦略として諸方策を論じたものである。
６次産業化を個別経営体内での高付加価値化の
問題に収れんさせるのではなく、地域資源の有
効活用に伴う地域レベルでの所得最大化を目指
すことが地域再生につながるという視点を重視
する。そして、食料産業クラスター（生産から
加工・販売に至るまで、地域の食材・人材・技
術等の資源を有効に結びつけ、新たな製品・販
路・地域ブランドなどを創出することを目的と
した集積群）、サプライチェーン（効率性を目
的とした情報も含めた供給の連鎖）とバリュー
チェーン（実需者・消費者への価値提案や支援
を強化することを目的とした調達・生産・加工・
流通・販売のチェーン化）との統合化問題、さ
らには、農産物直売所が有する経済・社会的拠
点化（ネットワーク化）の機能に着目している。
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以下、本書の内容を概観しておく。
　第Ⅰ部「６次産業と食料産業クラスター」で
は、6次産業化を進めていくうえで、農業者と
食品関連企業間との連携の問題など六つの論点
を指摘したうえで、６次産業化と食料産業クラ
スターの地域レベルの結合が、地域の自立化戦
略を遂行するために有効であることを論じてい
る。
　第Ⅱ部「流通システムの変化とチェーン構
築」では、小売（量販店）主導型の流通システ
ム、ならびに産地側のマーケティング対応と製
品差別化戦略の分析を踏まえて、フードシステ
ムを形成する主体がウィン・ウィンの関係で利
益を配分するためには、サプライチェーンとバ
リューチェーンの結合と地域ブランドの形成が
不可欠あると指摘している。
　第Ⅲ部「直売所の新展開とバリューチェー
ン」では、消費者との交流や食育、地元の食材
を活用した地産地消の推進など、物販だけにと
どまらない直売所の原型を確認し、近年の直売
所が消費者はもとより食品加工業、外食・中食
企業、学校給食、福祉施設など多様な連携によ
るバリューチェーンを構築していることを明ら
かにしている。

直売所の新しい展開をめぐって
　このように本書の特徴・貢献は、フードシス
テムの観点から、６次産業化、直売所などの問
題を地域再生戦略として位置づけ、そのため
の方策として、サプライチェーンとバリュー
チェーンとの結合や食料産業クラスター形成の
意義を論じている点にある。記述の方法は、パ
ルシステムによる JAささかみとの提携や「こ
め豚」「こめ鶏」など、生協も含めた豊富な事
例が紹介されており参考となる点が多い。ただ
し、著者の豊富な蓄積のあまり、あらかじめ設
定された仮説（検討課題）なのか、事例を通し
て得られた知見なのかが、読み取りにくい点が
あると感じた。

　また、末尾には本書を貫くキーワードの解説
があり便宜がはかられているが、その一方で、
「平易な内容にすることを心がけ、理解を進め
るために」（218 ページ）注釈や引用文献が一
切割愛されてしまっているのは、読者にとって
はかえって不親切ではなかろうか。
　いずれにせよ本書は、生協関係者にとっても
多くの点で示唆に富むものであろう。評者が特
に関心を持ったのは、近年の農産物直売所が多
様な展開を示している点である。
　「直売所によっては、農業生産法人の育成ま
で行い、非農家が加工事業への参加を契機に農
家として農業に参入するケースもあり、これま
で以上に直売所と農業生産との関係が深まって
いる。加工・惣菜の商品についても、起業した
女性を担い手として、特定売り場における個人
の占有率が高まっている。」（134 ページ）とい
う記述からわかるように、最近の直売所が農業
生産の拡大に積極的な貢献を果たしている点に
注目したい。
　例えば JA紀の里（和歌山県）の直売所「めっ
けもん広場」では、大規模化に伴ってNPO法
人も含めた加工グループが急増し、非農家が
農地を取得して農家になった例もあるという
（165、184 ページ）。また福岡県の「ぶどう畑」
では、農業生産法人を設立して生産部門を拡大
し、企業と連携した製品開発を展開しているこ
とが紹介されている（165 ページ）。
　このように農産物直売所が単なる店にとどま
らず、食と農、消費者も含めた地域の多様な主
体と生産者を結び、農業の裾野を広げていると
すれば、極めて望ましい姿である。こうした直
売所の新展開がどのようなプロセスをたどって
実現するのか協同組合や地域の住民が果たす役
割など、明らかにすべき研究課題は多い。
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